
監査公表第１５号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき下記のとおり監査を実施したので、

同条第９項の規定によりその結果を公表する。 

 

令和７年１月２４日 

                 

新城市監査委員 夏 目 道 弘 

新城市監査委員 中 西 宏 彰 

                  

記 

第１ 監査種別 

    財政援助団体等監査（公の施設の指定管理者監査） 

 

第２ 監査の対象 

    指定管理者   公益社団法人新城市シルバー人材センター 

指定管理施設  新城市鳳来高齢者生きがいセンター 

所管部課    健康福祉部高齢者支援課 

 

第３ 監査に当たった監査委員 

    夏目道弘 

中西宏彰 

 

第４ 監査の期間  

令和６年１０月２２日 ～ 令和７年１月２２日 

 

第５ 監査の方法 

       公益社団法人新城市シルバー人材センターの新城市鳳来高齢者生きがいセン

ターの指定管理に係る出納その他の事務の執行状況について、関係資料の提出

を求め、諸帳簿などについて調査・確認を行った。また事業実施場所での現地

査察を行い、関係法令に沿って適正な事務処理が行われているかどうかに主眼

をおいて監査を実施した。 

所管部課に対しては、公の施設の指定管理に係る事務の執行状況や、指導監

督の状況等の確認を主眼に監査を実施した。 

     

第６ 監査の結果等 

１ 監査対象団体の概要 

公益社団法人新城市シルバー人材センターは、定年退職後等において、臨時

的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務（ 当該業務に係る労働力の需給の

状況、当該業務の処理の実情等を考慮して厚生労働大臣が定めるものに限る。）

に係る就業を通じて自己の労働能力を活用し、自らの生きがいの充実や社会参



加等を希望する高齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るとともに、高齢者

の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的に設立されて

いる。 

(1) 役員数等（令和６年１０月１日現在） 

会長１名、副会長１名、理事１２名、監事２名 

(2) 事務局体制（令和６年１０月１日現在） 

事務局長１名、事務職員７名、臨時職員４名 

  (3) 主な事業 

① 臨時的かつ短期的な就業(雇用によるものを除く。)又はその他の軽易な

業務に係る就業(雇用によるものを除く。)を希望する高齢者のために、こ

れらの就業の機会を確保し、及び組織的に提供する事業 

② 臨時的かつ短期的な就業(雇用によるものを除く。)又はその他の軽易な

業務に係る就業(雇用によるものを除く。)を希望する高齢者のための就業

機会を確保するために行う新城市の公の施設の指定管理業務 

③ 臨時的かつ短期的な雇用による就業又はその他の軽易な業務に係る就

業(雇用によるものに限る。)を希望する高齢者のための職業紹介事業 

④ 臨時的かつ短期的な雇用による就業又はその他の軽易な業務に係る就

業(雇用によるものに限る。)を希望する高齢者のための労働者派遣事業 

⑤ 高齢者に対し、臨時的かつ短期的な就業及びその他の軽易な業務に係る

就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習を行う事業 

⑥ 高齢者の就業に関する調査研究及び相談を行う事業 

⑦ 高齢者の安全かつ適正な就業を推進するために事故防止の啓発等を行

う事業 

⑧ センターの活動等について周知を図る事業 

⑨ その他センターの目的を達成するために必要な事業 

 

２ 監査対象事業について 

新城市鳳来高齢者生きがいセンターの指定管理 

指定期間  令和２年４ 月１日から令和７年３月３１日まで   

業務内容  ① 施設及び備品の維持管理業務に関すること 

       ② 施設の利用許可に関すること 

       ③ 上記に付随する業務に関すること 

指定管理料 令和５年度  ２，０３７，９５８円 

       令和６年度  ２，９３１，０００円 

 

  ３ 監査の結果 

     指定管理事業については、関係法令及び協定書等に沿って概ね適正に処理

されていると認められた。 

なお、軽易な事項についてはそれぞれ監査の過程において触れたところで

あるが、以下の項目を意見として発表する。 

監査結果に対する団体への指導や是正措置等の状況については、この報告

の受領日から概ね３か月をめどに通知されたい。 



 

【公益社団法人新城市シルバー人材センター】 

 特になし。 

 

【健康福祉部高齢者支援課】 

意見 

１ 高齢者生きがいセンターの指定管理については、会員利用者の減少や施設

の老朽化など課題が多い。新城市の高齢者支援政策のあり方とあわせて、高

齢者生きがいセンターの位置づけを早急に検討していただきたい。 

  


